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協調学習の授業づくり支援のための「学譜システム」開発

白水 始1,a) 伴 峰生1 真吾2 飯窪 真也1 齊藤 萌木1

受付日 2018年8月20日,採録日 2019年2月5日

概要：初等中等教育における学習指導要領の改訂にともない，教員は学校現場にいながら，「主体的・対話
的で深い学び」の実現に向けた継続的な授業改善をはかることが求められている．そのためには，教員が
作成した教材や，授業における子どもの学びについて，学校や自治体を超えて共有・吟味する協議の場と，
教材をストックするデータベース機能とを兼ね添えたシステムが有用である．筆者らは，9年間にわたる
協調学習の授業づくりプロジェクトを基盤として，そこで活用されてきたメーリングリスト（ML）の機能
と課題を整理し，それに基づいて，プロジェクト参加教員がMLに投稿したメールと添付ファイルを自動
的に収集・分類し，トピックごとに時系列的に表示し，キーワードでの検索や類似したトピックの推奨表
示を可能にする「学譜システム」を開発した．それによって，ML上の議論という情報の「フロー」を授業
案・教材とともに「ストック」として蓄積するという付加価値を生み出すとともに，授業で実践された授
業案・教材も完成に至るまでにはML上での議論や複数バージョンの改訂があることを可視化し，その過
程から各教員が学ぶことを可能にすることを狙った．本システムの本番稼働とそれによる授業研究の質的
深化・量的拡大に向けて，本稿ではシステム開発の経緯，構成，動作と検証，ユーザテスト結果について
報告する．
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Abstract: The revised national curriculum guideline requires every teacher to engage in continuous lesson
improvement in order to realize “proactive, interactive, and deep learning.” Such teachers need a system
that provides them with an arena for discussion on lesson development, how students learn as well as a
database of lesson materials. In order to be able to construct this kind of system, a lesson study project of
collaborative learning was conducted over a nine-year period using a discussion list, which revealed its func-
tionality for teachers as well as issues to be resolved. This led to the “Learning Note” system, which collects
and categorizes the emails posted on the discussion list by lesson topic, displays posts with attached files in
chronological order, enables searches by keywords and recommends related topics. This paper describes the
background of the development of this system, its design and performance, and the results of user testing.

Keywords: collaborative learning, knowledge constructive jigsaw, mailing list, content sharing, Web appli-
cation

1 東京大学 CoREF
Consortium for Renovating Education of the Future, The
University of Tokyo, Bunkyo, Tokyo 113–0033, Japan

2 東京大学先端科学技術研究センター
The Research Center for Advanced Science and Technology,
The University of Tokyo, Meguro, Tokyo 153–8904, Japan

a) shirouzu@coref.u-tokyo.ac.jp

1. はじめに

初等中等教育における学習指導要領の改訂にともない，

小学校では 2020年度，中学校では 2021年度，高等学校で

は 2022年度から，「主体的・対話的で深い学び（いわゆる

アクティブ・ラーニング）」の授業における実現が求めら
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れる．指導要領改訂に関する中教審の答申では，アクティ

ブ・ラーニングは「形式的に対話型を取り入れた授業や特

定の指導の型を目指した技術の改善にとどまるものではな

く，子供たち……の多様で質の高い学びを引き出すことを

意図するものであり，さらに，それを通してどのような資

質・能力を育むかという観点から，学習の在り方そのもの

の問い直しを目指すものである」[1]と述べられており，各

授業における子どもたちの学びを見とりながら授業を問い

直していく継続的な授業改善のための視点として提示され

ている．授業の計画–実践–振返り–改善という授業研究の

サイクルを繰り返し回していくことが求められるというこ

とである．問題は，これをいかに実現していくか，である．

アクティブ・ラーニングは教員からの一方的な講義では

なく，児童生徒の主体的な学びを目指すため，各教室にお

ける児童生徒の多様な実態に合わせた実践が必要になる．

そのため，こうした主体的な学びに活用できる教材や参

照できる授業実践例を紹介する教育情報共有ポータルサ

イトが情報システムとして開発・運用されてきた．日本で

は国立教育政策研究所が NICER [2]や CONTET [3]を開

発し，海外では学習指導要領自体をウェブページで電子的

に提示するとともに関連リソースを提供するサイト（オー

ストラリアの Scootle [4] やニュージーランドの Te Kete

Ipurangi [5]が著名）を充実させた試みがある．国やそれに

準じた組織が提供するシステムは，全国から幅広い教材が

収集できる利点がある反面，1つの教授法などに絞った整理

ができない点で，教材を教科や単元などのコンテンツで分

類するしかないという課題や，教材に関する教員の議論を

喚起する仕組みや議論のための場を提供しにくいという課

題がある（たとえば CONTET [3]はセキュリティ上の理由

で 2018年 9月末をもってグループ機能を廃止した）．この

2つの課題が組み合わさると，公開された教材があたかも最

良事例（best practice）のように受け止められる問題が生ず

る．なぜなら，その教材の開発経緯における紆余曲折や実

践結果をふまえた教員の反省が共有されにくいからである．

一方で，民間が開発する全国の教員支援のサービスとし

て SENSEI NOTE [6]や Classi Lab [7]があるが，SENSEI

NOTE [6]に見るとおり，「罰を与えずに子どもを意欲付け

る方法」の情報交換や，明日すぐ使える教材を（作成者の

手を煩わせることなく）共有する方法など，授業づくりに

関する踏み込んだ議論とは程遠い情報交換・共有が多い．

Classi Lab [7]でも議論は各先生の自主的な投稿を起点とす

るものが多く，組織的な授業研究支援の工夫は見い出しに

くい．

以上の国主導あるいは民間の情報提供サービスに対し

て，学習科学やCSCL（Computer Supported Collaborative

Learning）の分野では，オンライン上での教員の職能開発

（professional development）のためのツールが LabNet [8]，

Tapped In [9]，Math Forum [10]など多数開発され，教員

の実践コミュニティの中に埋め込まれたツールは有効に機

能することが実証されてきた．

以上の国主導・民間の試みの課題と学習科学・CSCLの

成果をふまえると，アクティブ・ラーニング実現のために

は，1つの教授法に特化するなどして授業について踏み込

んだ議論をできるコミュニティを形成しつつ，そのコミュ

ニケーションを支える情報システムを開発する必要がある

と示唆される．

さらに，ICT 活用能力の必ずしも高くはない学校教員

が，学校の限られたインターネットへの接続環境でも容易

に使えるシステムである必要がある．文部科学省の 2017

年 3月の調査結果 [11]では，教員の ICT活用指導力の自

己評価結果について「教材研究・指導の準備・評価など

に ICTを活用する能力」は 84.0%，「校務に ICTを活用す

る能力」は 80.2%，「授業中に ICTを活用して指導する能

力」は 75.0%，「児童・生徒の ICT活用を指導する能力」は

66.7%が「できる」と回答しており，10年前の調査からは

値が 10%以上向上したものの，約 2～3割の教員は依然自

信に欠けている現状である．一方で，2005年の個人情報保

護法の施行や 2017年の「教育情報セキュリティポリシー

に関するガイドライン」公表にともない，学校現場では過

度にインターネットへの接続を制限する動きも見られる．

校内 LANの整備率はほぼ 100%と謳われながら [12]，その

一方で，職員室の PCでインターネットに自由につなげる

ものはきわめて少なく，システムのアクセスに事前申請が

要る場合も多い [13]．

そこで，2章では上記の要件を満たす授業づくりプロジェ

クトとそれを支える原初的な情報システムとしてのメーリ

ングリスト（以下ML）を紹介し，そこでの成果と課題を

整理する．3章以降，その成果をさらに拡張し，課題を解

決するシステムの構成と動作，動作検証とユーザテスト結

果を報告する．

2. 協調学習の授業づくりプロジェクトとML

2.1 協調学習の授業づくりプロジェクト

筆者らの所属する東京大学CoREF（2008年から 2016年

度までは「大学発教育支援コンソーシアム推進機構（Con-

sortium for Renovating Education of the Future）」，2017

年度以降は「高大接続研究開発センター高大連携推進部門

CoREFユニット」）は，2010年度に 6県 9市町の自治体

と連携して，計 13名の研究推進員の小中学校教員ととも

に，協調学習を引き起こす授業づくりのための「新しい学

びプロジェクト」を開始した．現在では 18都道府県 26団

体 633名の教員（144名の研究推進員と 489名のサポート

メンバー）との連携に拡大している（図 1）．

このプロジェクトは，「知識構成型ジグソー法」という授

業手法を共通の枠組みとして，全国様々な校種・教科の教

員が協調的な授業研究のサイクルを回すものである．日々
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図 1 新しい学びプロジェクトの参加教員数とメール数

Fig. 1 Number of teachers as researchers and their emails

posted on the discussion list in New Learning Project.

図 2 知識構成型ジグソー法

Fig. 2 Knowledge Constructive Jigsaw.

の研究は学校や自治体内のグループで進められるが，プロ

ジェクトに参加する教員はMLでつながっており，学校や

自治体を超えたやりとりも行われている．図 1 に統計を

取り始めた 2011年度以降のMLへの投稿数総計を示した．

2011年度は研究初期ということで事務的なやりとりや研

究遂行に関する質疑応答も含み，研究資金が潤沢だったこ

ともあって突出しているが，その後は参加教員数の伸びと

歩調を合わせるように投稿数が増えてきている．

知識構成型ジグソー法は CoREFが開発した授業法であ

り，学習者は授業の中で，図 2 に示した 5つのステップで

協調的に課題を解決していく [14]．課題解決のために 3つ

程度の異なる資料を分担して読み込み（図 2 中エキスパー

ト活動），授業中に席替え（グループ替え）を行い，3つの

資料内容を交換・統合して（図 2 中ジグソー活動）問いに

答えを出していく点が特徴的である．手法は学習活動のス

テップのみを制約するため，問いと資料の準備は教員に任

される．逆にいうと，教員はコンテンツに焦点化して授業

の立案や実践結果について協調的に議論できることになる．

この授業法は，「すべての人が対話から学ぶ力を潜在的に

持っている」という学習科学の前提 [15]に依拠している．

この前提に立つと，授業を受ける児童生徒だけでなく，教

員も学び合う力を持つと考えられる．そこでプロジェクト

では，授業研究のサイクルを回す際も教員同士が授業づく

りから学び合えること，すなわち，「1回の授業の成否」よ

りも，1つの授業からすべての教員が学び，次の授業の質

を良くするための気づきを得ることを重視している．

2.2 メーリングリストの狙いと成果

学び合いの機会は，新しい学びプロジェクトの対面の研

究会（年 3回）や報告会（年 1回）で提供されるが，遠隔

でも学び合い続けた方がより学びが深まる．加えて，少子

化・過疎化も相まって，教科の担当教員が学校に 1人しか

いないという自治体も多い．

そこで，研究開始の 2010年度から，「国語」「社会」「算

数・数学」「理科」「全体・その他」の 5つのグループに分

けてMLを準備した．2012年度には「英語」を追加した．

MLには，研究推進員，自治体の担当者，サポートメンバー

（2011年度から），脱退した自治体の OBを登録している．

参加教員から見ると，専門教科のグループと全体の 2 グ

ループに登録されることになる．

このMLにより，離れた地域にいる研究推進員の教員同

士が日常的に情報を共有しながら議論できる環境の構築を

狙った．ネットおよび対面環境で構成される研究連携の授

業づくりの場には，研究推進員が参加し，大学の教科内容

や学習科学の専門家とともに教材について検討を行う．各

推進員の周辺には，学校内や自治体内で教材開発に協力す

る同僚教員が多く存在する．研究推進員は，自治体内での

検討と連携の授業づくりの場での検討を往還しながら，教

材を完成させる．この過程で興味を持った同僚教員は次年

度以降MLに参加することができる（そのために 2011年

度から「サポートメンバー」の制度を作った）．研究推進

員はネットワークの中核たる「コーディネーター教員」と

して活躍し得る．こうした持続的な発展により，多様な参

加者が各自の望むレベルで参加できる緩やかな研究実践

ネットワークを形成していくことが，MLの長期的な目標

であった．

ML上ではたとえば 2010年度に，中学校理科の「地震」

の単元を巡って 60通を超える投稿があり，3人の教員と

CoREFが 1つの教材を少しずつアレンジしながら実践す

るというやりとりがあった [16]．そのやりとりを通して教

員は，この授業法を「教科書を 3 つに切って話し合わせ

る授業」から，「生徒に（身に付けてほしい知識を焦点化

して）考えさせるための授業」だととらえ直すようになっ

た．教材のバリエーションが提案され教室で実践されたこ

とで各自の教材をより客観視できるようになったなど，大

学教員からの一方的な「指導」とは異なる双方向的な教材

開発ができたこと，さらに「資料に問いを設ける」という

アレンジがなされたことで「地震の資料をどう理解させる
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図 3 一般的なメーラによる返信メールのツリー表示

Fig. 3 Tree-representation of mails on the discussion list.

か」という具体的な話題と「協調学習を引き起こすための

資料の工夫」というやや抽象化された話題との往還が起き

たことが授業手法の理解を深める要因として働いたと考え

られる．

MLで引き起こしたい議論は，こうした協調的な教材開

発とそこで起きた児童生徒の学びの評価に関する議論であ

る．さらに，このプロセスをプロジェクトの新規参加教員

にも共有できれば，その学習を効率化することができる．

2.3 メーリングリストの課題とシステムの開発要件

2010年度から 2018年度現在までの 9年間の活動により，

図 1 に示したような参加教員のコミュニティが形成され，

メールも蓄積された．それにより，たとえば，最も投稿数

の多い算数・数学では，通算 888通の投稿がなされている．

プロジェクト開始から参加している教員からすると，その

メーラーには，それだけの数のメールが溜まっていること

になる．

図 3 は，一般的なメールクライアントでこれらのメー

ルを閲覧した場合のイメージである．図 3 に見るように

返信関係にあるメールはこのツリー形式をたどって追って

いくことができるが，同様に表示された数多くのまとまり

（図 3 では仮に「トピック」と呼ぶ）の中から目的のメー

ルや教材ファイルを探し出すのが困難である問題があっ

た．また，教員は同じトピックの授業でも，実践が終わる

と「お礼」などと新しいタイトルでメールを送ることも多

く，議論が複数のメールに分散することになり，教材の開

発プロセスを追いにくいという問題があった．

そこから，一授業の計画・実践・振返りという授業研究

のサイクルに特化したWebアプリケーションの開発を企

画した．加えて，参加教員の慣れ親しんだ情報システムと

してのMLをそのまま利用可能にするため，既存のMLに

投稿されたメールをデータベースに保存し，Web上で閲

覧・検索できるアプリケーションを開発することにした．

こうしたアプリケーションが開発できれば，教員にとっ

ては従来と何ら使い方を変えることなく，メールを投稿す

ることで，それが自動的にトピックごとに閲覧できるとい

図 4 知識構成型ジグソー法の開発教材数

Fig. 4 Number of teaching materials of Knowledge Construc-

tive Jigsaw developed in the project.

う付加価値を享受できることになる．

加えて，教材をいかに保存し閲覧可能にするかという問

題もあった．本プロジェクトがMLを運用開始した 2010

年時点は，情報基盤センターのメールホスティングのML

の容量が少なく，すぐに容量オーバしたために，メールを

保存しないメールエイリアス（転送設定）によって運用し

てきた．それゆえ，メールの保存は喫緊の課題であった．

また，東京大学CoREFでは 2010年度から刊行している

年次報告書の付属 DVDに，授業案・教材（ジグソー課題

やエキスパート資料など）・振返りシート（クラスから任意

に選んだ 3名の児童生徒の事前事後記述解答やそれに対す

る教員の解釈を記す）の 3点が揃っており，授業を実施し

た教員自身が収録を希望し，自治体が認証した授業セット

を収録してきた．図 4 に年度ごとおよび積算での新しい学

びプロジェクトにおける開発教材数を示した．現時点で計

500超となり，小中学校全学年の全教科をカバーしている．

この教材を 2014年度までは，CoREFホームページ [17]

の「使い方キット」に掲載しており，プロジェクト参加教員

にとっては使いやすいと評判だった．しかし，外部ユーザ

からも閲覧できる状態にしていたため「玉石混交」だとの

批判を受けることもあった．これは，授業研究のサイクル

を理解しないユーザには，すべての教材が「どの教室で実

践してもうまくいく best practice」と誤解されたためであ

る．そこで，上記HP掲載の教材を厳選し，全教材はDVD

のみに収録することとした．それゆえ，プロジェクト参加

教員には，この教材を開発経緯も含めて使いやすく提供で

きるシステムが必要になった．

以上より，1)ユーザであるプロジェクト教員の使い慣れ

たMLはそのまま使うことができ，2) ML上の議論を授業

単位で教材とともに蓄積でき，3)教材をその議論とともに

閲覧・検索できるシステムを開発することとした．

なお，「教材」とは一般に教科書や資料，ワークシートな

ど児童生徒が活用するリソースを指し，教員が授業のねら

いや指示，進行を記した「授業案」とは区別される．ただ
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し，本稿では簡便のために，教材を前者の意味で使うとと

もに，上記 2)，3)のように授業案も含めた全体を指す意味

にも使う．

2.4 システムの開発要件詳細

上記 1)～3)の開発要件を以下に詳細化した．

1) MLの投稿をシステムに迅速に自動取込みできる．

2) MLの投稿を「授業単位」で教材とともに分類できる．

3-1)「授業単位」の閲覧・検索が容易に行える．

3-2)「授業単位」と類似する内容も閲覧・検索できる．

なお，各要件の評価基準は，要件の実現方法を 3章で記

した後に 3.6節で詳述する．評価はシステムの動作，およ

び実際にユーザが使った場合の 2側面で行い，4章で動作

検証，5章でユーザテストの結果をそれぞれ報告する．

3. 学譜システム

本研究では，協調学習の授業づくりプロジェクトのML

に投稿されるメールを収集・保管し，参加教員によるML

の閲覧，および教材検索を支援するWebアプリケーショ

ンとして「学譜システム」を開発する．ここで「学譜」と

は，知識構成型ジグソー法という共通の枠組みを用いて実

現される「学びの譜面」を指す．枠組みが共通であっても，

楽譜と同じように演者によって多様な曲が奏でられること

を含意する名称である．

3.1 システムの概要

学譜システムの構成を図 5に示した．図 5上半分のよう

にユーザはMLをこれまでどおりに活用し，MLに登録さ

れた学譜システム用のメールアドレスを介して，図 5 下半

分のシステムに随時メールを投稿することになる．システ

ムは当該メールアドレスへの配信を 3分おきに確認し，新

着メールがある場合はデータベースに保存する．加えて，

図 5 左下のように，過去にMLに投稿された 2011年度以

降の 7年分のメールデータ（3,164件）をインポートした．

システムの構築には，PythonのWebアプリケーション

フレームワークである Djangoを利用した．

図 5 学譜システム動作概念図

Fig. 5 Conceptual image of learning note system.

3.2 メールとトピック

学譜システムでは，1つの教材に関係する複数のメール

の集まりを 1つの「トピック」として扱う．MLに投稿さ

れた教材に対するコメントは，通常，先に投稿されたメー

ルに対する返信としてMLに投稿される．このひとまとま

りのメール群をトピックとして扱うことで，複数のメール

によって構成される教材の開発や実践プロセスをたどりや

すくした．ただし，先述のとおり，同じトピックにまとめ

るべきメールが返信関係で投稿されない場合もあるため，

3.4節に対処方法を詳述した．

3.3 画面構成と動作

以下，画面構成を交えて，学譜システムの動作を説明す

る．プロジェクトの参加教員にはアカウントが与えられ，

ログインして学譜システムを利用することができる．

ログインすると各教科のトピック一覧へのリンクと，ト

ピック検索フォーム，新着トピックの一覧が表示される

（図 6 参照）．新着トピック一覧には教科を問わず新しい

トピックが表示される．これまで参加教員は自身の登録先

ML以外のメールを閲覧することはできなかったが，今後

は教科を越えて教材開発に関する議論を閲覧することがで

きる．

教科ごとのトピック一覧ページには，その教科のすべて

のトピックが一覧表示され，各トピックの元となるメール

の文面が 2行分見い出しとして表示される．すべてのメー

ルを対象としたため，新しくMLに参加した教員であって

も，2011年度分まで遡って教材を探すことができる．

トップページのトピック検索フォームでは，下記を対象

に検索を行う．なお，検索ワードをスペースで区切って複

数入力することで AND検索が，半角マイナスを頭に付け

ることで NOT検索が可能になる．

• メールの件名
• メールの本文
• 添付ファイル名

図 6 トップページからの検索と結果一覧

Fig. 6 Transition from top page to search result page.
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図 7 トピック詳細ページ

Fig. 7 Topic detailed page.

• 添付ファイルから抽出したテキスト（現在 .pdfと .docx

のテキストのみ抽出が可能）

教科をまたいで検索できるため，授業の題材に関するこ

とだけでなく，たとえば「課題設定 難しい」といったキー

ワードで検索することによって，授業のつくり方について

の議論を探すこともできる（図 6）．

図 7 がトピックの詳細ページである．トピックのタイト

ルは最初のメールのタイトルが自動で付される．

ページの右半分にはメールの情報が表示される（図 7 中

1©）．1つの教材の開発プロセスを示す複数のメールが時

系列で並べられる．メール本文は可読性向上のため，引用

文と署名部分が折り畳まれて表示される（「メール詳細」

をクリックすると全文が読める）．「表示順序」をクリック

すると，時系列の降順と昇順を選択できる（デフォルトは

降順）．

添付ファイルはページの左上部にメールごとに表示され

る（図 7 中 2©）．メールとは「No.」で対応している．教材

の初版から完成版までがまとめてこの部分に時系列で並ぶ

ことになる（同じくデフォルトは降順）．

ページの左下部には，このトピックと似た内容のトピッ

クへのリンクの一覧が推奨表示される（図 7 中 3©）．表示
されるトピックの順序はMLにメールが投稿されるたびに

更新される．

3.4 N-gramを用いた返信元メールの推定

図 7 のトピックのまとめ方は次のアルゴリズムで実現し
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図 8 学習モデル構築のための Doc2Vec の設定

Fig. 8 Setting of Doc2Vec for constructing a learning model.

た．まず，教材に対するコメントは通常，先に投稿された

メールに対する返信としてMLに投稿される．返信メール

には元のメールの IDが記録されるため，この情報を頼り

に 2つのメールを同じトピックに登録することができる．

しかし，メールの投稿の仕方によっては返信元メールの ID

が記録されず，本来同じトピックに登録されるはずの 2つ

のメールが別のトピックに分散してしまう場合がある．

この状況を回避するために，返信元メールの IDが記録さ

れていないメールには，事前に返信元メールの推定処理を

実施した．IDは記録されていなくても，本文に返信元メー

ルが引用されている場合があるため，それを手がかりに返

信元メールを特定できる可能性がある．返信元メールが見

つかった場合は，同じトピックに返信メールを登録する．

返信元メールが引用されているかの判定には，N-gram

（現在は 5文字）による文章の類似度算出を用いた．メー

ルの本文に引用文が含まれる場合，返信元メールは他の

メールに比べて類似度が高くなると予想されるからである．

N-gramを採用した理由は，文章から切り出した文字列の

出現頻度を計算して類似度を算出するため，引用文がある

場合同じ文章がどちらにも含まれることになり，他の類似

度算出方法と比較して有効であると考えたからである．

なお，すべてのメールに対して類似度の算出を行うと時

間がかかるため，対象を 90日前までに限定して返信元メー

ルの推定を実施することにした．そのなかで最も類似度の

高いメールが返信元の候補となるが，あらかじめ設定した

閾値（現在は「0.5」）に類似度が達しない場合は，2つの

メールの間に返信関係はないと判断することにした．

3.5 Doc2Vecを用いた類似トピックの選出

図 7 中 3©の内容が似ているトピックの一覧は，
Doc2Vec [18] を使用し，文書間の類似度算出によって順

序を決定した．類似度の算出に用いるテキストは，トピッ

ク内のメールの件名と本文，添付ファイル名と添付ファイ

ルから抽出したテキストとした．MLにメールが投稿され

るといずれかのトピックの内容が更新されるため，新着

メールを取得するたびに学習モデルを再構築するようにし

た．学習モデル構築のための設定詳細を図 8 に示す．

3.6 評価基準

以上の実現方法をふまえ，2.4節の開発要件の評価基準

を以下のように定める．

まず「1)メール取込み」については，3分間に新規 10

通のメール投稿があった場合に，メール受信およびデータ

ベースへの保存を 10秒以下，既存 3,252通のメールも含

めた学習モデルの再構築を 60秒以下で行えるかを動作検

証する．このペースでの投稿は稀であるため，十分な実用

的検証となる．

次に「2)トピック生成」については，人手でのトピック

へのメール登録（統合・分割）を行い，その結果とシステム

の処理結果を比較して，人手通りの登録・非登録を 90%以

上，信号検出理論でいう弁別力（d’）を 3.0以上で行える

かを動作検証する．

「3-1)トピックの閲覧・検索」は，閲覧について 100%，

タイトルの適切さについて 80%以上，検索について 70%以

上のユーザが満足するかをユーザテストで検証する．

「3-2)類似するトピックの閲覧・検索」は，システムの推

奨結果を人手で 3段階評定し，何らかの関連性があると判

定されるものが 80%以上となるかを検証する．

最後にユーザテストでは，対象トピック（学譜）および

類似トピック（内容が似ている学譜）の総体が主たるユー

ザである教員の満足を得るかを総合的に検証する．

4. 動作検証

4.1 システムへのメール取込み検証

MLへの新たな投稿をシステムに取り込むために，シス

テム専用のメールアドレスをMLに登録し，定期的に新着

メールを確認するようにした．未取得のメールがある場合

は取得してトピックへの登録を行い，データベースに保存

する．その際，類似トピックの選出に用いる学習モデルの

再構築を行う必要がある．これらの処理を 3分ごとに実行

することが可能かを検証するために，未取得のメールを 10

通用意し，データベースへの保存と学習モデルの再構築に

要する時間をそれぞれ計測した．

なお，学習モデルの再構築に要する時間は，対象とする

メールやトピックの件数や情報量によって変化するが，今

回はあらかじめメール 3,252通，トピック 1,644個分のデー

タをデータベースに保存した状態で計測を実施した．

計測の結果を表 1 に示す．3.6節の評価基準をクリアし

ている．現在のMLの利用状況を考慮すると，3分間に 2

通以上のメールが投稿されることは稀であるため，MLへ

の投稿を定期的に取り込むことが可能であると考えられる．

4.2 トピックの妥当性検証

インポートした過去のメール（2011～2017年度の 3,164

通）と仮運用開始後に取得したメール（2018年度現時点

まで 88通）の合計は 3,252通である．これらのメールを
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表 1 メール取込みに要する時間

Table 1 Time required to intake emails.

処理 所要時間（秒）

メールの受信とデータベースへの保存 7.8

学習モデルの再構築 49.1

表 2 トピック登録処理の妥当性

Table 2 Adequacy of categorization of emails into topics.

正解（人手による判断）

登録する 登録しない

システム 登録した 1,593 通 (49.0%) 15 通 (0.5%)

処理結果 登録しなかった 616 通 (18.9%) 1,028 通 (31.6%)

1,644個のトピックに割り振った．その際，全体の 49.5%に

当たる 1,608通のメールに対して返信元メールが推定され，

トピックに登録された．生成された全トピックについて，

プロジェクト開始当初からその推進を担ってきた第 4，5

著者が意味内容を判断してトピックの統合・分離処理を行

い，正しいトピックへの登録を行った．

この人手での処理結果とシステムの処理結果を比較し，

登録処理の妥当性を検証したのが，表 2 である．表に見

るように，人手による判断と同じ登録・非登録を行えたの

が，全体の 80.6%に達した．また，信号検出理論における

弁別力（d’）は 2.47であった．両者とも 3.6節の基準に達

せず，今後はMiss（登録し損ない）を避ける，より積極的

な推定が求められる．

4.3 類似トピックの妥当性検証

トピック詳細ページには「内容が似ている学譜（トピッ

ク）」として上限 10個（類似度上位 10）の推奨トピックが

表示される．それらのトピックについて，その妥当性を第

4著者に判断させた．基準は，対象トピックと同校種・同

じ教科・同分野・同単元のもの（e.g.中学・理科・化学的

分野・イオン）を「○」，上記の 2つまでが異なっていて

も内容的な関連性が高いもの（e.g.高校・理科・化学・異

性体）を「△」，いずれも異なっているもの（e.g.同じ授業

者の無関係な授業）を「×」とした．各教科につき，添付

ファイルがあるものとないもの（もしくは添付ファイルか

らテキスト情報が抽出できないもの）をそれぞれ 1トピッ

クずつ任意に選び出し，そのトピックに対する推奨 10個

のトピックの妥当性を判定したのが，表 3 である．

結果として，全体で 72%が何らかの関連性（△）ありと

見なされたが，3.6節の基準には達しなかった．「添付ファ

イルあり」の場合は基準の 80%を超えていることに鑑みる

と，メール本文だけでなく，添付ファイルも含めた情報量

が必要だと考えられる．一方で「なし（テキスト未抽出）」

の場合でも理科は成績がよく，これはデータベースに登録

されている類似トピックが多かったためだと考えられる．

表 3 類似トピックの妥当性評価

Table 3 Adequacy of recommendation of related topics.

添付ファイル 教科 〇 △ ×

国語 6 0 4

あり 社会 9 1 0

（テキスト抽出可） 算数・数学 10 0 0

理科 8 0 2

英語 7 3 0

小計 40 4 6

国語 6 0 4

なし， 社会 3 2 5

もしくは 算数・数学 1 0 9

テキスト未抽出 理科 9 0 1

英語 5 2 3

小計 24 4 22

総計 64 8 28

5. ユーザテスト

東京大学 CoREFでは，現バージョンの学譜システムを

2018年度 9月から現在のML登録者 600名以上の参加教員

に活用可能にする予定である．この本番稼働に先駆けて，

ユーザテストを行ったため，方法と結果・考察を記す．

5.1 テスト方法

テストは 2018年 7月に 33名のユーザを対象に行った．

33名の構成は，プロジェクト参加教員や知識構成型ジグ

ソー法授業の実践経験者が 16名，教育行政関係者が 9名，

大学研究者・企業関係者が 8名であった．すなわち，16名

が日ごろから ML に親しんでいるか，授業研究のサイク

ルを理解しているなど，実際の活用を想定できる経験者で

あった．

ユーザには 2～3名の 12グループに分かれてもらった．

この 12グループには 1名の経験者を含めた．5分間のイン

ストラクションの後，グループごとに 1つの端末を与え，

15分間システムを使用してもらった．なお，使用は基本的

に自由に行わせたが，具体的な課題が必要な場合のために

小学校 6年生社会と中学校 3年生理科（特に教材数が多い

箇所）の教科書の目次を用意し，「この中で授業を作るとし

たら，という設定では，このツールをどう使いますか？」

と問うた．その後，全体での質疑応答とアンケート用紙に

感想や改善点，要望などを 15分間書いてもらった．

5.2 ユーザの操作結果

システムの活用はきわめて簡単なため，ログインすれば，

すべてのユーザが迷うことなくシステムを活用できた．

操作ログからは，12グループがトップページから教科

ページに移るものの，その後は検索（図 6）からの活用が

主となったことが見えた．
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検索用語は，「明治維新」「地震」「故郷」「魯迅」といっ

たコンテンツの用語ももちろんだが，「エキスパート資料

作り方」など教材開発のノウハウに関する議論を閲覧しよ

うとするものや，自らの名前を入れて過去の自分の授業を

巡る議論を見直そうとする者も見られた．

以上より，閲覧・検索の操作性自体は，3.6節の基準を満

たした．

5.3 ユーザの操作時コメント

本システムに触れた古くからの参加教員は，これまで自

分のメーラーでプロジェクト関連のメールをまとめ，自身

が実践した授業については授業単位でひとまとまりにプリ

ントアウトし，自身の授業を同じ自治体・学校の若手教員

がアレンジして実践するときには「このメールを見なくて

もいいから持っておいて．絶対参考になるから，と渡して

いたことを思い出した．」とコメントした．加えて，そのよ

うな一連のプロセスが「システムで実現されることに共感

を覚えた．」という感想を残した．

さらに参加教員の中には，自身の授業に対するコメント

への返信だけでなく，他の教員の授業案に対するコメント

を入れている者も多く，その中の 1名は，自らが 7年前に

書いたコメントを読み直しながら「恥ずかしいわ．」と発言

した．すると，隣の同じく古くからの参加教員は「私は一

年前のコメントだって恥ずかしい．」と返答した．

教員自身の子どもの学びに関する想定や解釈に関する自

己評価の基準が高まってきている表れだと考えられる．

5.4 アンケート結果と今後の課題

アンケートの結果，ユーザから表 4のような要望を得た．

検索機能の改善（表 4 中の 1）やトピックのタイトル（表 4

中の 2）に関する要望が多く，目的の教材を探し出すのが

簡単でなかったことが分かった．回答数がそのままユーザ

の人数を表すため，タイトルの適切さについて 21%，検索

表 4 ユーザからの要望

Table 4 Request from monitoring users.

番号 要望 回答数

1 検索機能の強化・改善 11

2 トピックのタイトルが分かりづらい 7

3 学習指導要領の単元に基づく分類・検索 6

4 添付ファイルのプレビュー機能 5

5 メール表示順序の切り替え 4

6 教材の使用後の評価を知りたい 4

7 メールの文字化けの修正 3

8 メール本文の表示領域が狭い 3

9 検索ワードのハイライト表示 3

10 閲覧頻度の高いトピックの表示 2

11 教材作成者によるトピックの検索 2

12 アレンジされた教材間の関連付け 2

13 システムからのメール投稿 2

について 33%のユーザが不満を抱いたことになる．3.6節

の基準をクリアできなかった．

検索機能の改善については，上記の国語における「故郷」

の単元を検索する場合のように単元名が一般的なものの場

合，狙ったトピックが検索しにくい．加えて，メールの件

名をそのままトピックのタイトルとして使用しているため，

検索結果からの瞬時の閲覧も難しい．メールの件名の付け

方については年度初めに，教科・学年・単元名などを書く

よう周知をしているが，これまではその必然性が見えにく

かったために，投稿者が任意なタイトルを決めがちだった．

そのため，現状ではトピックのタイトルから内容を判断で

きないものが多く，教材を探索する際の大きな障害となっ

ていることが分かった．早急な改善が必要である．

現在は開発教材の単位での表示をしているが，将来的に

は，これらをユーザの負担なく学習指導要領などと結び付

けることによって，「どの教科の何年生の何月の授業なの

か」などでも検索を絞り込めるようにしてほしいという要

望もあった（表 4 中の 3）．ほかにも多くの要望を得るこ

とができ，メール表示順序の切り替えや本文の表示領域の

変更などにはすでに対応した．今後は本番稼働に向けて，

まず最低限必要な部分の修正を行い，その後システムを運

用しつつ随時変更を加えていく予定である．

問題はその「最低限必要な部分」の同定の仕方である．

表 1 の要望を先述の実践経験者か行政関係者か研究者など

かで分けたところ，実践経験者は 1の検索，2のトピック

タイトルによる検索のしやすさ，4の添付ファイルのプレ

ビュー機能など，「すぐにでも使うためのニーズ」からの要

望を出しやすかった．これに対して，行政関係者は 3の学

習指導要領との紐づけなど，説明責任も含めて「教材を国

のスタンダードに合わせて一望する観点」からの要望を述

べやすかった．研究者などは検索のテクニカルな側面（頻

度，履歴）や内容の類似度の計算や評価方法など「学術的

あるいは情報システム一般の観点」から見たときの要望を

出しやすかった．また，行政関係者と研究者らはメールの

表示順序で昇順（古いものから新しいものへ）を希望する

者が多く，「降順のままでよい」とする実践経験者との違

いが現れた．これは，実践経験者は自らが進行形でMLを

使っているため，降順でも文脈が了解でき，必要に応じて

古いメールを閲覧できるのに対し，行政関係者や研究者は

これらを外部から新規に閲覧するために，昇順で最初から

眺めたいと感じるためだと考えられる．

以上より，各自の立場に応じて要望の背景の動因が異な

ると考えられ，本研究の目的に照らせば，まずは実践者た

る参加教員のニーズをくみ取りながら，使いやすいシステ

ムを作っていくことが重要だと考えた．

6. 考察

4章の動作検証と 5章のユーザテストの結果を 3.6節の
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基準に照らして総合的に評価すると，「学譜システム」が操

作性としては問題なく活用でき，コンセプトとしても参加

教員に受け入れられ，すぐにでも使いたいと切望される機

能を備えていることが分かった．使い方としても，「自分

の授業の議論を見直す」「各教材の開発における紆余曲折

を参照する」「キーワード検索も使って，教材を探す」「授

業の作り方について気になるテーマの議論を追う」などの

多様な活用を生み出すことがうかがえた．

一方で，実際の活用に向けては，トピック（学譜）への

メールの統合や類似するトピックの推奨，既存トピックの

了解性，検索機能などについて課題が残った．特にシステ

ムのコンセプトを受け入れ，実活用できる教員にとって，

活動の質を高める開発が必要である．

本システムは，ML上の議論という情報の「フロー」を

教材とともに「ストック」として蓄積するという付加価値

を生み出すとともに，授業で実践された教材もその完成に

至るまでにはML上での議論や複数バージョンの改訂があ

ることを可視化し，その過程から各教員が学ぶことを可能

にすることを狙ったものである．その観点で，授業研究を

支援するツールとして見た場合には，過去のデータをいか

に整理して，よりピンポイントに検索できるようにしてい

くかが大きな課題として残る．そのためにはたとえば「学

年」「単元」といったトピックタイトルの要素を授業案な

どから自動的に抽出する支援が考えられる．ただし，こう

したシステムがあることによって，次にユーザが投稿する

際，後々の使いやすさを考えて自ら命名を工夫する改善も

期待できる．そうすれば，情報システムがユーザの自覚と

ともに改善されていくことになる．

本章の最後に，情報システム学から見た本研究の意義と，

今後の課題について触れる．

本研究を教育情報共有システムとして見た場合，その特

徴は本格的なシステムを構築する前に，教育情報を共有す

るためのコミュニティと原初的なシステム（ML）を構築

した点にある．それによって，開発者にもユーザにも共通

の開発目標が共有されやすかった．

ここからは，効果的な情報システムを構築するためには，

システムが支える社会的活動の文脈を構築し，そのなかで

ニーズやシーズをくみ取っていくことが有効であることが

示唆される．そのような一見手間のかかる情報システムの

作り方が，複雑な営みである教育という分野における情報

の共有の仕方として，かえって効果的であるともいえる．

今後の課題としては，共通の授業法という制約のもとに

集ったコミュニティが目的特化のシステムを構築・活用し，

自分たちの活動を自然に行いながらデータベース（ストッ

ク）化していくことによって，プロジェクト外にいる教員

や教育行政関係者，研究者にとっても，授業づくりのネッ

トワークに緩やかにつながっていくためのハブとして本シ

ステムが機能しうるかを検討するという課題があげられる．

また，筆者らは授業中の児童生徒の全発話や記述デー

タを分析してその学習成果を検証する研究を進めている

が [19]，こうした児童生徒の学習と教材開発の過程との関

係を探っていくために，本システムが使えるかを検証する．

すなわち，ML上の議論は，授業前に教材（問いやエキス

パート資料）を用いて授業案（教員の狙い）どおりの学び

が起きるかをシミュレーションし，協議する議論，および

授業実践後は，授業前の議論に照らしてどういう学びが実

際に起きたかを検証する議論から成立している．これらの

議論の精度が高まることで，子どもたちの実態を把握しや

すくなるために授業の質自体が向上し，さらに学習成果も

上がりやすくなるのかという研究仮説を構成しうる．こう

した学びの科学の構築のためにも，本システムが活用でき

るかを検証していきたい．

7. おわりに

本稿では，「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け

て，教員が学校現場にいながら，遠隔でも継続的な授業改

善を図ることを支援できるシステムを開発した．具体的に

は，9年間にわたる「新しい学びプロジェクト」を基盤と

して，そこで活用されてきたMLの使いやすさという成果

と，そのメールや添付ファイルの未保存・整理という課題

を整理した．それに基づき，プロジェクト参加教員がML

に投稿したメールと添付ファイルを自動的に収集・分類し，

トピックごとに時系列的に表示し，キーワードでの検索や

類似したトピックの推奨表示を可能にする「学譜システム」

を開発した．動作検証とユーザテストの結果，システムの

操作性や活用については問題がなかったが，トピック・推

奨トピックの質と了解性，検索機能について問題が残った．

今後はこれらの課題の解決と，本システムの活用によって

ML上の議論の質が一層上がるなど，授業研究の質が深化

し，さらに投稿や 1つのトピックを巡る返信数の増加など

の量的拡大の検証が必要である．
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